
287,767 275,251

0 0

287,915 275,531

0 0

0 0

148 280

千円

316,958 302,139

316,810 301,859

財源
内訳

国庫支出金

府支出金

市債

その他
一般財源１（＝フル
コストー特定財源）

一般財源２（＝直接
事業費ー特定財源）

コス
トの
内訳

人件費

事業費

フルコスト

千円

29,043 26,608

　４．施策にかかるコスト

単位 R2決算 R3決算

R6

重要度（偏差値）

H30

51.5

R元

39.7

満足度（偏差値）

R2 R3 R4 R5

　施策目標

　対象（誰を、何を、どこを）

市民

　意図（どのような状態にしたいのか）

差別や偏見のない人権尊重の社会の実現を市民の身近なところから図っていく。

　３．市民ニーズ

第２節　人権・多文化共生

人権尊重の社会づくり

　基本方針

●あらゆる機会をとらえて市民へさまざまな人権情報を提供することにより、その周知度を高めていきます。
●各種団体や市民グループと共に人権啓発に取り組み、身近なところから差別や偏見のない人権尊重の社会づくりに努めます。

　現況と課題

●人権対策本部啓発部会の８部会や人権問題町別懇談会などの取り組みにより市民の人権意識の高揚を図っているが、新たな取り
組みを含め、さらに拡充する必要があります。
●人権行政基本方針に基づき、全職員がそれぞれの職務において人権教育推進計画の推進に努め、市民への啓発を進めています。
また、人権のつどい、人権研究集会のほか、市民向けの講座等を開催し、市民の人権意識の高揚を図っていますが、参加者が横ば
いとなっており、特に若年層の参加が少ないため、参加しやすい企画が必要です。
●「泉佐野市における部落差別撤廃とあらゆる差別をなくすことをめざす条例」に基づき、あらゆる機会をとらえて人権啓発を進
めていますが、部落差別をはじめさまざまな人権侵害事象が起こっています。また、情報化社会の発展などによりインターネット
を悪用した人権侵害など新たな人権問題も起こっており、これらの問題に対しても取り組む必要があります。
●指定管理者の管理により市民交流センターの利用者が増加し、さまざまな講座や相談事業をはじめ市民の交流及び啓発の拠点と
して認知されてきましたが、より多くの市民に利用を促進するため、市民交流センターの認知度を上げるための広報が必要です。
●泉佐野市人権協会、泉佐野市人権を守る市民の会などの人権関係団体の自主活動への支援を実施し、協働して人権啓発に努めて
いますが、今後も連携を強化して市民の自主的な活動の促進を図っていく必要があります。
●広報の「人権の広場」での記事掲載、リーフレット「人として生きる」の発刊、ホームページへの記事掲載などにより情報提供
をしていますが、広報及びホームページへの記事掲載の充実、最新情報の提供が必要です。

主管課

関係課

市民協働部 人権推進課

　２．総合計画における位置づけ

総合計画
政策

施策

節

第３章　市民と協働し、すべてのひとが
輝けるまちづくり（自律・協働・多様
性）

令和4年度行政評価　施策評価シート　（令和3年度実績）
施策名 人権尊重の社会づくり

施策コード 5030201

　１．施策の担当



①

②

③

市民のニーズに応じて事業実施している。コロナ禍により
施設利用者や主催事業は減少したものの、利用者アンケー
トでは不満と感じる利用者は皆無であった。引き続きこの
水準を維持することを目標とする。

達成度 98.31

KPI設定の根拠

市民交流センターの利用者アン
ケートからの満足度を成果指標に
加えることにより、利用者の満足
度が把握され、人権推進のための
事業内容などがより充実されたか
どうかの指標となるため。

利用満足度は平成29年度から目標
値を100％とし、令和５年度の目
標も100％とした。また、令和６
年度以降も目標値を100％と設定
した。

KPI目標数値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

99.29 99.84

実績値 98.31 99.29 99.84

R6計画 R7計画

目標値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

達成度 96.48

KPI３ 市民交流センターの利用者満足度

項目 R元実績 R2実績 R3実績 R4計画 R5計画

KPI設定の根拠 KPI目標数値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

市民交流センターは、差別、偏見
の解消には、地域内外の交流が重
要であるとの思いから、様々な交
流事業に取り組んでいる。セン
ターの利用者数が増えることは、
市民の交流・啓発が進み、積極的
に地域に関わろうとする人が増え
ていることを表していると考えら
れる。

平成29年度から令和３年度まで年
度ごとに目標値約500人の増加計
画、令和4年度以降を目標値250人
の増加計画、令和５年度の目標人
数を280000人とした。また、令和
６年度以降は毎年度4000人ずつ増
加の目標値を設定した。

市民交流センター指定管理者による各種講座や地域交流事
業によって市民の交流・啓発がすすんでいる。平成28・29
年度実施の本館耐震改修工事により施設の一部更新を行い
利用者の利便性向上に努めた。令和３年度実績値は、引き
続きコロナ禍の影響もあり、前年度より約9547人減少とな
り、目標値を下回った。

70.58 67.03

284,000.0 288,000.0

実績値 268,705.0 196,909.0 187,362.0

目標値 278,500.0 279,000.0 279,500.0 279,750.0 280,000.0

R2実績 R3実績 R4計画 R5計画 R6計画 R7計画

人権課題について自発的に、積極
的に関わろうとする市民が増える
ことが望まれるが、参加者数は人
権啓発の効果の１つの指標にな
る。

市民へ人権啓発を広く意識しても
らうため、平成29度より令和５年
度までは年度ごとに100人ずつ増
加の目標値を設定した。また、令
和６年度以降は毎年度200人ずつ
増加の目標値を設定した。

令和3年度は、コロナ禍の中、感染症対策のうえ、人権のつ
どい、人権研究集会を実施できたが、積極的な入場勧奨は
行わなかった。人権対策本部の各部会の活動も中止が多く
参加者数が例年に比べて減少しています。

図
表

KPI２ 市民交流センターの利用者数（延べ数）

項目 R元実績

3,700.0

KPI設定の根拠 KPI目標数値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

50.84 15.66

3,900.0 4,000.0目標値 4,200.0 4,400.0

2,094.0 1,881.0 595.0実績値

達成度

R元実績

3,600.0

58.17

3,800.0

　５．施策の重要業績成果指標(KPI)

KPI１ 人権啓発事業参加者数（延べ数）

項目 R2実績 R3実績 R4計画 R5計画 R6計画 R7計画

0.0
500.0
1,000.0
1,500.0
2,000.0
2,500.0
3,000.0
3,500.0
4,000.0
4,500.0
5,000.0

R元実績 R2実績 R3実績 R4計画 R5計画 R6計画 R7計画

KPI①

目標値

実績値

0.0

50,000.0

100,000.0

150,000.0

200,000.0

250,000.0

300,000.0

350,000.0

R元実績 R2実績 R3実績 R4計画 R5計画 R6計画 R7計画

KPI②

目標値

実績値

97.0

97.5

98.0

98.5

99.0

99.5

100.0

100.5

R元実績 R2実績 R3実績 R4計画 R5計画 R6計画 R7計画

KPI③

目標値

実績値



1 01007000 研修・講座事業（人権推進課）

事務事業 R3年度決算額

二次評価（政策推進課・行財政管
理課による評価）

三次評価（理事者による評価）

事務事業名予算コード

Ｂ03,536 339 339

一次評価
一般財源

R4年度予算
人件費 事業費

　７．施策を構成する事務事業

Ｃ
引き続き目標値の達成に努めること。

Ｃ
引き続き目標値の達成に努めること。

6点

Ｃ
指定管理者による市民交流センターの管理運営は目標どおりの成果となって
いる。町別懇談会や講座事業については参加者（受講者）増に向けた方法の
検討が必要である。

合計点

総合評価

（４点中）

（３点中）

（３点中）一次評価
（担当課に
よる評価）

判定項目 評価点 評価理由、今後の方向性等

施策の成果レベル
（過去の推移、周辺
市との比較なども含
む）

平成２４年度からの指定管理者による市民交流センターの管理運営は、目標
どおりの成果を上げている。また、町別懇談会や講座事業については参加者
（受講者）が若干減少傾向にあるが、市民の人権意識の高揚のために、効果
的な方法を検討しながら継続していく必要がある。

市民交流センターとして指定管理者に管理運営されて10年経過。満足度も高
水準を維持している。講座事業は、講師やテーマ等で受講者が増減するの
で、今後も市民ニーズを十分把握して企画していく。

改正社会福祉法等により、隣保館機能を有する市民交流センターは地域福祉
の向上や人権尊重のコミュニティづくりの拠点として今後も重要な施設であ
る。
人権三法を始め法整備が進み市民の人権問題に対する関心が高まってきてい
るが一方で、インターネット上での差別書き込みを始め様々な人権侵害が発
生している。

施策に対する市民
ニーズ

施策を取り巻く状況
（法令等の動向、
国・府の政策の動
向、社会潮流など）

（１０点中）

1

2

3

　６．施策の事後評価

Ｂ011,731 3,190 2,9102 01007100 人権啓発事業

Ｂ01,788 8,701 8,7013 01007400 人権推進活動補助事業

Ｂ03,172 78 784 01007600 同和行政推進事業

026,608 275,531 275,251合計

Ｂ06,381 263,223 263,2235 01081720 市民交流センター管理運営事業


